
公共交通分野における連携強化策について（骨太の方針）

第３章 「経済・財政一体改革」の推進
４．主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題
（２）社会資本整備等

（コンパクト・プラス・ネットワークの推進）
立地適正化計画及び地域公共交通網形成計画の作成促進や策定された計画の実現を通じ、

まちづくりと公共交通体系の見直しを一体的に進める。モデル都市の形成・横展開、府省庁
横断的な支援の重点化、大幅に人口が減少する地方自治体への計画策定の働きかけ等を通じ、
包括的に進める。

経済財政運営と改革の基本方針 （骨太の方針）2018（抄）

○ 地域公共交通網形成計画については591団体が取組中であり、このうち415団体が
作成・公表済（H30.4.30現在）

○ 立地適正化計画については407都市が取組中であり、このうち161都市が作成・公
表済（H30.5.1現在）

○ 両計画に取り組む都市数は270都市、このうち95都市が両計画を作成・公表済
（H30.4.30現在）

資料２
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北海道 函館市 宮城県 大崎市 栃木県 真岡市 新潟県 柏崎市 岐阜県 岐阜市 三重県 津市 島根県 高知県 高知市 熊本県 熊本市・嘉島町

深川市 栗原市 大田原市 佐渡市 高山市 四日市市 宿毛市 八代市

岩見沢市 石巻市 鹿沼市 上越市 恵那市・中津川市 伊勢市 田野町 水俣市

千歳市 白石市 日光市 魚沼市 羽島市 松阪市 江津市 佐川町 合志市

釧路市 気仙沼市 宇都宮市・芳賀町 長岡市 美濃加茂市 伊賀市 松江市 津野町 人吉市

美唄市 東松島市 佐野市 阿賀野市 土岐市 名張市 大田市 徳島県 小松島市 荒尾市

帯広市 山元町 那須塩原市 糸魚川市 各務原市 尾鷲市 阿波市 上天草市

紋別市 松島町 新発田市 関市 鳥羽市 つるぎ町 天草市

岩内町 利府町 見附市 多治見市 亀山市 福岡県 福岡市 大津町

白糠町 山形県 山形市 塩谷町 阿賀町 飛驒市 紀北町 北九州市 美里町

白老町 酒田市 益子町 富山県 高岡市 海津市 和歌山県 橋本市 久留米市 和水町

仁木町 鶴岡市 那須町 黒部市 山県市 京都府 木津川市 岡山県 井原市 中間市 水上村

安平町 茂木町 富山市 福知山市 高梁市 筑紫野市

斜里町 群馬県 太田市 魚津市 瀬戸内市 行橋市

音更町 新庄市 前橋市 小矢部市 玉野市 朝倉市

当別町 小国町 埼玉県 熊谷市 郡上市 倉敷市 豊前市

青森県 青森県 福島県 春日部市 静岡県 下田市 津山市 飯塚市

八戸市 上尾市 伊豆市 真庭市 糸島市

弘前市 越谷市 滑川市 御殿場市 久米南町 嘉麻市 大分県

三沢市 入間市 石川県 七尾市 吉備中央町 宗像市

五所川原市 草加市 長野県 松本市・山形村 和気町 柳川市

青森市 三郷市 八女市

飯能市 みやま市

福島市 ときがわ町 湖西市 兵庫県 豊岡市 広島県 三原市 大牟田市

十和田市 会津若松市 小川町 藤枝市 姫路市 三次市 岡垣町

鰺ヶ沢町 郡山市 鳩山町 掛川市 神戸市 広島市 久山町

七戸町 伊達市 吉見町 上田市 加古川市 東広島市 那珂川町 別府市

岩手県 八幡平市 南相馬市 寄居町 佐久市 加東市 廿日市市 芦屋町 大分市

釜石市 喜多方市 川島町 小諸市 たつの市 江田島市 遠賀町 杵築市

宮古市 白河市 東秩父村 駒ヶ根市 小野市 尾道市 佐賀県 中津市

北上市 棚倉町 千葉県 東金市 長野市 安芸高田市 臼杵市

滝沢市 石川町 鴨川市 箕輪町 焼津市 北広島町 豊後大野市

花巻市 楢葉町 君津市 信濃町 小山町 坂町 佐賀県・唐津市・玄海町 竹田市

大船渡市 塙町 八街市 木曽町 愛知県 豊橋市 大崎上島町 伊万里市 宇佐市

岩手町 西郷村 南房総市 中川村 岡崎市 加西市 安芸太田町 鹿島市 日田市

大槌町 茨城県 水戸市 佐倉市 高山村 一宮市 福崎町 神石高原町 小城市 由布市

矢巾町 日立市 大網白里市 大桑村 豊川市 滋賀県 山口県 宇部市 吉野ヶ里町 九重町

秋田県 秋田市 下妻市 白井市 福井県 日進市 周南市 上峰町 宮崎県

湯沢市 常陸太田市 旭市 田原市 甲賀市 光市 太良町

鹿角市 かすみがうら市 木更津市 弥富市 長浜市 長門市 長崎県 佐世保市

由利本荘市 神栖市 富津市 清須市 大阪府 河内長野市 美祢市 五島市 えびの市

大仙市 行方市 長南町 長久手市 岸和田市 山陽小野田市 対馬市 都城市

仙北市 牛久市 大多喜町 豊田市 貝塚市 下松市 大村市 小林市

にかほ市 稲敷市 東京都 蒲郡市 奈良県 下関市 松浦市 門川町

北秋田市 土浦市 鯖江市 東海市 防府市 鹿児島県 薩摩川内市

潟上市 龍ケ崎市 神奈川県 藤沢市 西尾市 山口市 鹿屋市

大館市 潮来市 海老名市 新城市 宇陀市 岩国市 壱岐市 日置市

五城目町 つくば市 大和市 豊明市 五條市 香川県 高松市 新上五島町 姶良市

藤里町 鹿嶋市 真鶴町 小牧市 広陵町 小豆島町・土庄町 南さつま市

美郷町 桜川市 山梨県 甲州市 半田市 鳥取県 愛媛県 鹿児島市

筑西市 北杜市 東郷町 霧島市

高萩市 上野原市 豊山町 奄美市

ひたちなか市 武豊町 和泊町・知名町

常陸大宮市 南知多町 東温市 さつま町

つくばみらい市 東浦町 西予市 南城市

五霞町 飛島村 大洲市 沖縄市

城里町 新居浜市

大子町 愛南町

東海村 鬼北町

沖縄県

大分県・中津市・宇佐市・
豊後高田市

大分県・竹田市・豊後大野
市・臼杵市

大分県・佐伯市・津久見市

大分県・大分市・別府市・
由布市

宮崎県・日向市・門川町・
美郷町・諸塚村・椎葉村

熊本県・南阿蘇村・高森町福島県・田村市・南相
馬市・川俣町・広野町・
楢葉町・富岡町・川内
村・大熊町・双葉町・浪
江町・葛尾村・飯館村・
福島市・郡山市・いわき
市・相馬市

高岡市・氷見市・砺波市・

南砺市

（城端・氷見線沿線地域）

長崎県・諫早市・雲仙市・
島原市・南島原市

京都府・笠置町・和束町・
南山城村
（JR関西本線沿線）

人吉市・錦町・多良木町・
湯前町・水上村・相良村・
五木村・山江村・球磨村
あさぎり町

福井市・大野市・勝山市・あ

わら市・坂井市・永平寺町

（えちぜん鉄道沿線地域）

福井市・鯖江市・越前
市・越前町
（福井鉄道沿線地域）

笠岡市（岡山県）
福山市（広島県）

長井市・南陽市・川西
町・白鷹町

洲本市、淡路市、南あわじ
市

奈良県下全39市町村

（うち桜井市、葛城市、王寺

市、川西町は立地適正化計

画策定済）

佐賀県全域
（うち小城市、嬉野市は立
地適正化計画策定済）

設楽町・東栄町・
豊根村

彦根市・愛荘町・豊郷町・
甲良町・多賀町

飯田市・松川町・高森
町・阿南町・阿智村・平
谷村・根羽村・下條村・
売木村・天龍村・泰阜
村・喬木村・豊丘村・大
鹿村

静岡県・沼津市・熱海
市・三島市・伊東市・伊
豆の国市・函南町・東
伊豆町・河津町

鳥取県・倉吉市・琴浦町、
北栄町、湯梨浜町、三朝
町

静岡県・沼津市（戸田
地区）・下田市・伊豆
市・南伊豆市・松崎町・
西伊豆町

島根県・松江市・
出雲市
（一畑電車沿線地域）

鳥取県・米子市・境港市・
日吉津村・大山町・南部
町・伯耆町・日南町・日野
町・江府町

鳥取県・鳥取市・岩美町・
若桜町・智頭町・八頭町

三木市・小野市・神戸市

東京都・中央区・港区・
江東区

京都府・綾部市・南丹市・
京丹波町
（JR山陰本線沿線）

福井市・鯖江市・越前
市・越前町・池田町・南
越前町

那須塩原市、大田原
市、那須町、那珂川町

愛媛県全域

（うち伊予市、宇和島市、四国

中央市、西条市、西予市、八幡

浜市は立地適正化計画策定

済）

むつ市、大間町、東通

村、風間浦村、佐井村

五城目町、八郎潟町、
大潟村

大垣市・桑名市・海津
市・養老町・神戸町・揖
斐川町・池田町
（養老線沿線地域）

島根県、江津市、川本町、美郷町、邑
南町、広島県、三次市、安芸高田市
（三江線沿線地域）

京都府・兵庫県・福知山市・舞鶴市・宮津

市・京丹後市・伊根町・与謝野町・豊岡市

（北タンゴ鉄道沿線地域）

地域公共交通網形成計画 策定状況

再編実施計画について、
・既に認定を受けた団体：赤
・策定意向のある団体 ：黄

■ 改正地域公共交通活性化再生法の施行（２０１４年１１月）以降、２０１８年４月末までに、４１５件の
地域公共交通網形成計画が策定され、２３件の地域公共交通再編実施計画が国土交通大臣により認定

赤字は、立地適正化計画
策定済みの地方公共団体（９５団体）
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公共交通分野における連携強化策について

○地域公共交通とまちづくりの連携について（平成30年５月18日）（抄）

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律及び「地域公共交通の活性化及び再生の促進に関する
基本方針」においては、地域公共交通の活性化及び再生に当たって、コンパクトなまちづくりの実現
に向けた施策と連携を図ることが重要であることが示されている。

また、平成30年４月より、コンパクトシティ施策の推進に当たって、公共交通施策との連携を強化
する観点から、「立地適正化計画」の作成の支援の要件に、「地域公共交通の活性化及び再生に関す
る法律に基づく地域公共交通網形成計画の作成を検討すること」を追加する見直しが行われた。

これらを踏まえ、平成30年度に計画作成支援制度を活用して、地域公共交通網形成計画又は地域公
共交通再編実施計画を作成する地方公共団体等について、立地適正化計画を作成していない市町村が
ある場合には、同計画の作成を検討していただきたい旨を、各地方運輸局等から当該地方公共団体等
に対し、依頼するよう指示。

また、平成31 年度以降において、網形成計画又は再編計画を作成するため、計画作成支援制度を
活用する場合には、その要件として「立地適正化計画を作成していない市町村にあっては、同計画の
作成を検討すること」を追加することを検討。

各地方運輸局等に対し、今後、計画作成支援制度の活用に関し、地方公共団体等からの相談、要望
等への対応をする際には、この旨を伝えるよう指示。

各地方運輸局等に対して事務連絡を発出

平成30年5月から各地方運輸局等に出向き、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の運用に関
する説明会を開催。（6月21日時点で８運輸局で開催済み）

その中で、地域公共交通網形成計画等を作成する上での留意点として、まちづくりとの連携の重要性
を強調。特に立地適正化計画の作成を促すことの重要性を説明。

各地方運輸局等に対する説明会の中で周知

3


